
31,822,738,000

●一般会計歳入予算
収入済額 収入未済額 合計 構成比

市税 77.87億円 57.10億円 134.97億円 42.4%
分担金及び負担金 2.83億円 2.27億円 5.10億円 1.6%
使用料及び手数料 2.25億円 3.30億円 5.55億円 1.7%
財産収入 0.54億円 1.77億円 2.31億円 0.7%
寄附金 0.32億円 1.08億円 1.40億円 0.5%
繰入金 0.00億円 0.46億円 0.46億円 0.2%
繰越金 8.75億円 △ 7.16億円 1.59億円 0.5%
諸収入 0.69億円 8.64億円 9.33億円 2.9%

小　計 93.25億円 67.46億円 160.71億円 50.5%
地方譲与税 0.68億円 1.84億円 2.52億円 0.8%
利子割交付金 0.04億円 0.11億円 0.15億円 0.1%
配当割交付金 0.12億円 0.28億円 0.40億円 0.1%
株式譲渡所得割交付金 0.00億円 0.36億円 0.36億円 0.1%
地方消費税交付金 9.74億円 5.39億円 15.13億円 4.8%
ゴルフ場利用税交付金 0.20億円 0.23億円 0.43億円 0.1%
自動車取得税交付金 0.30億円 0.13億円 0.43億円 0.1%
環境性能割交付金 0.00億円 0.34億円 0.34億円 0.1%
国有提供施設等所在市町村助成交付金 0.00億円 0.01億円 0.01億円 0.0%
地方特例交付金 1.13億円 1.34億円 2.47億円 0.8%
地方交付税 22.91億円 10.91億円 33.82億円 10.6%
交通安全対策特別交付金 0.00億円 0.21億円 0.21億円 0.1%
国庫支出金 22.32億円 37.58億円 59.90億円 18.8%
県支出金 3.16億円 22.88億円 26.04億円 8.2%
市債 0.00億円 15.31億円 15.31億円 4.8%

小　計 60.60億円 96.92億円 157.52億円 49.5%
153.85億円 164.38億円 318.23億円 100.0%合　　計
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（令和元年９月３０日現在）
令和元年度上半期の筑紫野市の財政状況を公表します。

一般会計 318億2,273万8千円
●歳入

歳入とは、一会計年度内における市の収入のことをいいます。
収入の種類を表す言葉として、よく使われるのが、「自主財源」と「依存財源」です。
自主財源は、市税のように市が自主的に調達できるお金のことです。この自主財源の比率

が大きいほど行政活動の自主性と安全性が高いといえます。令和元年度は、160億7,080万3
千円で歳入総額の50.5％です。

依存財源は、国や県から交付されたり、割り当てられるお金です。令和元年度は、157億
5,193万5千円で歳入総額の49.5％です。

自主財源
50.5%

令和元年度上半期 財政状況の公表

歳入合計
318億2,273万8千円



円グラフデータ

一般会計歳出
款
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項目 支出済額 支出未済額 合計 構成比
民生費 51.39億円 96.49億円 147.88億円 46.5%
総務費 12.19億円 22.10億円 34.29億円 10.8%
衛生費 12.74億円 17.68億円 30.42億円 9.5%
教育費 8.56億円 19.78億円 28.34億円 8.9%
土木費 8.76億円 17.65億円 26.41億円 8.3%
公債費 12.75億円 13.22億円 25.97億円 8.2%
その他 12.00億円 12.92億円 24.92億円 7.8%
合　計 118.39億円 199.84億円 318.23億円 100.0%

●歳出の目的別内訳
一般会計予算　318億2,273万8千円

○民生費　147億8,753万5千円（46.5％）
高齢者、障がい者、児童などの福祉の費用です。

○総務費　34億2,917万4千円（10.8％）
防災対策、情報化推進、戸籍・住民票などの費用です。

○衛生費　30億4,152万7千円（9.5％）
ごみ処理、保健衛生などの費用です。

○教育費　28億3,376万2千円（8.9％）
小・中学校、幼稚園、生涯学習や文化・スポーツ振興の費用です。

○土木費　26億4,104万1千円（8.3％）
道路、河川、公園などの費用です。

○公債費　25億9,768万1千円（8.2％）
国や金融機関などから借入れたお金の返済費用です。

○その他　24億9,201万8千円（7.8％）
・議会費　2億9,024万円
・農林水産業費　5億3,716万7千円
・商工費　4億2,126万7千円
・消防費　10億9,103万3千円
・災害復旧費　1億2,231万1千円
・予備費　3,000万円
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●歳出
歳出とは、一会計年度内における市の支出のことをいいます。
ここでは、各行政分野ごとに目的別に分類し、どのような行政目的のために支出されるの

かを表しています。
この目的別分類は、各部課ごとの大まかな予算の比重を知ることができる分類法で、予

算及び決算における款、項の区分を基準としています。



◇国民健康保険事業特別会計
予算　96億6,376万6千円

・収入済額 40.7%
・支出済額 37.2%

◇住宅新築資金等貸付事業特別会計
予算　430万4千円

・収入済額 370.7%
・支出済額 29.3%

◇奨学資金貸与事業特別会計
予算　774万6千円

・収入済額 24.4%
・支出済額 57.0%

◇介護保険事業特別会計
予算　65億9,737万2千円

・収入済額 38.6%
・支出済額 41.2%

◇後期高齢者医療事業特別会計
予算　24億5,912万8千円

・収入済額 21.1%
・支出済額 41.3%

●特別会計

筑紫野市には、一般会計のほかに国民健康保険事業、介護保険事業などの決められ
た事業を行うための特別会計があります。
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◇農業集落排水事業特別会計
予算　2億2,759万7千円

・収入済額 6.4%
・支出済額 37.8%

◇二日市財産区特別会計
予算　292万9千円

・収入済額 66.1%
・支出済額 1.3%

◇御笠財産区特別会計
予算　3,796万円

・収入済額 0.3%
・支出済額 0.1%

◇平等寺山財産区特別会計
予算　2,772万8千円

・収入済額 9.9%
・支出済額 0.7%
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●市民の税負担状況
区分 収入済額

個人市民税 28億1,984万4,530円
法人市民税 5億6,340万8,100円
固定資産税 33億4,320万1,599円
軽自動車税 2億273万3,909円
たばこ税 3億2,604万6,099円
特別土地保有税 0円
入湯税 240万9,690円
都市計画税 5億2,959万6,302円

合計 77億8,724万229円

※令和元年９月３０日現在の人口　103,947人
※市民一人あたりの市税負担額は、74,915円（77億8,724万229円÷103,947人）

●市債の状況

平成３０年度末 令和元年度末（見込）
一般会計 276億6,873万1,784円 267億9,782万6,322円 0円
住宅新築資金等貸付事業特別会計 721万1,678円 486万9,610円 0円
農業集落排水事業特別会計 10億6,915万4,795円 9億4,865万7,255円 0円

合計 287億4,509万8,257円 277億5,135万3,187円 0円

●財産の状況
・土地　　329万1,870平方メートル（平成３１年３月３１日現在）
・建物　　24万587平方メートル（平成３１年３月３１日現在）
・基金　　99億5,954万6千円（令和元年９月３０日現在）

※都市計画税は、都市計画事業（下水道事業含む）又は土地区画整理事業等に要する費用に
充てられています。

※入湯税は、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設の整備や観光の振興に要する費用に充て
られています。

区分 一時借入金
市債現在高


